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はじめに：講義の目的

　＊法律解説にとどまらず、働き方について

　＊受講生の前提知識と受講目的は多様→基礎知識のないことを前提とする

　

１．現状：失業と過労の二極化

　→課題：解雇規制、長時間労働規制、雇用創出

　→２００３年労基法改定は、これらの課題との関係での政策動向とその現実を示している

　　　そこで、今回、２００３年労基法改定をテーマとして話しする

←その際に施策として、現状を是認して対処するのか、基本理念を設定して現状を変えるのか、

　　法政策を考える際にも重要となる

２．２００３年の労働基準法改定

　1)改定内容（［資料１］参照）

　①解雇規制　②有期労働　③裁量労働　他に、派遣法・職業安定法の改定

　2)労働法体系（［資料２］参照）

　　労働団体法：団結権・団体交渉権・団体行動権・不当労働行為制度

　　労働保護法：総論　　（e.g.雇用平等）

労働契約（→判例法として、採用・配置転換・解雇） .←①（②）

労働条件（e.g.労働時間、休息、賃金）　　　　　　　←③

職場環境（e.g.労働災害、就業規則）

多様な雇用形態（e.g.パート労働法、労働者派遣法）　←②

　3)改定の経過

　　①解雇規制

1.現行：解雇手続規定

解雇事由規定は存在しない（→裁判例：解雇濫用禁止）

　　　2.改定原案：解雇自由が原則、金銭補償によって解雇可能（→いずれも不採用）

　　　3.2003年労基法改定

　　　　　解雇事由が就業規則の必要的記載事項、解雇権への規制、解雇理由説明書の交付義務

　　②有期労働

1.1998年以前：上限は１年

　　趣旨：労働者の長期拘束を禁止するため

2.1998年労基法改定：高度の専門的知識を必要とする業務に新たにつく者の３年の上限

　　批判：短期雇用を促進することになる

　　制度：対象を限定、要件

　　　3.2003年労基法改定：上限規定の３年化、特別上限規定の５年化

　　　　　それ以外に、要件の簡素化、行政指導基準、１年経過後の退職の自由、３年後再検討

　　③裁量労働

1. 1987年以前：労働時間法制（原則・弾力化・延長、労働時間算定）

2.1987年労基法改定：（専門業務型）裁量労働制の導入

　　趣旨：業務遂行方法を労働者自身に委ね、使用者が時間決定の具体的指示をしない

　　批判：業務量は使用者の決定のため、長時間労働、賃金不払い、ということになる

　　制度：当初は適用範囲を限定→後に、徐々に拡大

　　　　　過半数代表との書面協定と、行政官庁への届出

3.1998年労基法改定：「企画業務型」裁量労働制の導入

　　趣旨：「業務運営上の重要な決定が行われる事業場」における「企画、立案、調査及び分析」業務について裁量労働

批判：範囲拡大により、労働時間規制の及ばない労働者の拡大

制度：労使委員会による委員全員一致の決議と行政官庁への届出、

　　　必要的決議事項、労働者の同意、対象事業場の限定、制度実施状況の報告義務、

4.2003年労基法改定

専門業務型：健康確保措置と苦情処理措置を労使協定の必要的協定事項として追加

　　　　　企画業務型：対象事業場制限、労使委員会決議要件、労働者代表信任手続き、労使委員会設置の届出義務、実施状況の報告義務について、廃止又は簡素化

　4)労働保護法改定の流れ

３．改定主導者の働き方イメージ

　1)２００３年改定：改定の流れの象徴的なもの

①解雇規制

　　  評価：解雇事由規制は初めてで画期的

　ただし、より充実した内容（e.g.正当事由の明記、立証責任、判例法理）の課題

他方で、解雇規制の立法化によって解雇が容易になる

改定原案が再提案の可能性もある

②有期労働

　　　評価：契約期間の大幅緩和で短期雇用が進む可能性

他方で、契約終了についての立法見送り

③裁量労働

　　　評価：制度が機能するように要件緩和

結果として成立した法律の内容自体は、それほど大改革というわけではないが、

改定の流れの象徴的なもの

　2)改定の流れ　cf.日経連

　    労働力流動化、非正規労働者化、自己責任、処遇の個別化

　　　　日経連「新時代の『日本的経営』」（1995年）

総合規制改革会議　2002.12.12第二次答申

　3)日本的「ワークシェアリング」論＝非正規労働者化

４．これからの働き方

　1)働き方の現状

現実には、流動化や非正規化は進んでいない（だからこその法改定）　

　    　理由：コストが高い、労働能力開発、成果主義

他方で、多様な働き方の希望と、雇用の不安定化の進行も

　2)法改定の動向

改定主導者の意図がそのまま貫徹しているわけでもない

3)雇用保障と多様な「正社員」

結びに代えて
＊労働条件設定システム
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